
2023年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
2023年5月10日

上場会社名 ビジネス・ワンホールディングス株式会社 上場取引所 福

コード番号 4827 URL https://www.businessone-hd.com

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 尾崎　朝樹

問合せ先責任者 （役職名） 専務取締役管理本部長 （氏名） 松元　誠二郎 TEL 092-534-7210

定時株主総会開催予定日 2023年6月27日 配当支払開始予定日 2023年6月28日

有価証券報告書提出予定日 2023年6月28日

決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 無

（百万円未満切捨て）

1. 2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 12,211 21.2 1,196 26.1 1,005 21.6 645 26.2

2022年3月期 10,071 2.1 949 22.6 827 25.0 511 10.8

（注）包括利益 2023年3月期　　645百万円 （26.2％） 2022年3月期　　511百万円 （10.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 155.50 ― 16.2 4.2 9.8

2022年3月期 123.23 ― 14.9 4.3 9.4

（参考） 持分法投資損益 2023年3月期 ―百万円 2022年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 27,527 4,304 15.6 1,037.61

2022年3月期 20,899 3,680 17.6 887.06

（参考） 自己資本 2023年3月期 4,304百万円 2022年3月期 3,680百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 △3,361 △1,947 5,749 3,144

2022年3月期 △1,191 △1,554 3,164 2,703

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 20 4.1 0.6

2023年3月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00 29 4.5 0.5

2024年3月期(予想) ― 0.00 ― 7.00 7.00 4.1

　（注）　2023年３月期期末配当金の内訳　　普通配当　５円00銭　記念配当　２円00銭

3. 2024年 3月期の連結業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,500 5.4 750 △25.5 600 △34.5 400 △36.6 96.41

通期 13,000 6.5 1,350 12.8 1,150 14.3 700 8.5 168.72



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

（注）特定子会社の異動に該当しない子会社の異動につきましては、添付資料12ページの「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）１．連結
の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項」をご覧ください。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 4,148,900 株 2022年3月期 4,148,900 株

② 期末自己株式数 2023年3月期 ― 株 2022年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 4,148,900 株 2022年3月期 4,148,900 株

（参考）個別業績の概要

1. 2023年3月期の個別業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 9,676 19.4 984 26.1 789 20.7 514 18.8

2022年3月期 8,107 0.6 781 13.4 654 13.3 432 76.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期 123.92 ―

2022年3月期 104.35 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 23,132 3,705 16.0 893.03

2022年3月期 18,368 3,211 17.5 774.06

（参考） 自己資本 2023年3月期 3,705百万円 2022年3月期 3,211百万円

2. 2024年 3月期の個別業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,500 10.4 400 △49.1 280 △46.8 67.49

通期 10,700 10.6 700 △11.4 550 7.0 132.57

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報又は合理的と判断する一定の前提に基づいており、その達成を
当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料４ページの「１．経営成績等概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度における我が国経済は、ロシアのウクライナ侵攻に起因する原材料価格の高騰による影響を大き

く受けたものの、アフターコロナを見据えた動きもみられ、個人消費や雇用情勢を中心に緩やかに持ち直しつつあ

ります。しかしながら先行きは不透明であり、引き続き物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響

について注視しておく必要があります。

　このような経済状況のもとで、当社グループは、収益構造の強化・収益基盤の拡大を目的として、各事業部門の

永続的な収益確保を意識した業績管理をより一層徹底し、グループ全体の業容拡大を目指してまいりました。

　その結果、当連結会計年度のグループ全体の連結売上高は12,211,135千円（前年同期比21.2％増）、営業利益

1,196,507千円（同26.1％増）、経常利益1,005,785千円（同21.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

645,144千円（同26.2％増）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産事業

　競売事業が堅調に推移したことに加え、大口の販売用不動産の売却があり増収増益となりました。

　引き続き在庫回転期間の短縮と良質な在庫資産の取得に努めてまいります。

　当連結会計年度における不動産事業の売上高は8,712,075千円（前年同期比20.8％増）、セグメント利益は

844,392千円（同32.4％増）となりました。

②マンション管理事業

　分譲マンションを中心としたマンション管理事業を行っております。今後も、管理棟数・管理戸数の増加による

企業基盤の強化を図るとともに、高品質なサービスの提供に努めてまいります。

　当連結会計年度におけるマンション管理事業の売上高は1,646,442千円（前年同期比12.9％増）、セグメント利

益は735千円（前期はセグメント損失22,291千円）となりました。

③賃貸事業

　当社グループが保有する賃貸等不動産による賃料収入事業と、マンション管理物件の賃貸仲介事業など、グルー

プの営業資産・情報力を基にシナジー効果を最大限に発揮させ、収益につなげる事業を拡大して行っております。

引き続き管理戸数の増加による更なる営業基盤の強化を図ってまいります。

　当連結会計年度における賃貸事業の売上高は1,186,321千円（前年同期比7.0％増）、セグメント利益は402,326

千円（同2.3％減）となりました。

④家具・家電レンタル事業

　賃貸住宅入居者向けの他、賃貸物件オーナー・法人向けに家具・家電のレンタル事業を展開しております。

　当連結会計年度における家具・家電レンタル事業の売上高は541,390千円（前年同期比20.8％増）、セグメント

利益は16,841千円（同50.2％増）となりました。

⑤ソフトウェア事業

　パッケージソフト販売部門において、既存パッケージソフトのiPad版のリリースなど商品ラインナップが拡充・

強化されており顧客ニーズに合わせた販売活動を推進しております。また顧客サービスを充実させるべくパッケー

ジソフトの操作指導（スクール）やサポートセンターによる既存ユーザーへの電話サポート、バージョンアップ案

内などの保守分野における企画・営業活動を展開することで、複数年契約や保守契約などの収益基盤の拡充を図っ

ております。

　当連結会計年度におけるソフトウェア事業の売上高は184,617千円（前年同期比15.6％増）、セグメント利益は

32,262千円（同299.2％増）となりました。

⑥ファイナンス事業

　事業者向け不動産担保貸付を主として行っております。

　当連結会計年度におけるファイナンス事業の売上高は226,136千円（前年同期比97.0％増）となりましたが、貸

出先及び貸出残高の大幅な増加と不動産市況等の動向を踏まえたリスクに鑑み貸倒引当金を計上し、セグメント利

益は40,519千円（同9.0％減）となりました。

- 2 -

ビジネス・ワンホールディングス株式会社（4827）
2023年３月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



（2）当期の財政状態の概況

（資産）

　当連結会計年度末における流動資産は16,958,505千円となり、前連結会計年度末に比べ5,370,257千円増加いた

しました。これは主に現金及び預金が440,807千円、販売用不動産が3,128,285千円、営業貸付金が1,596,030千円

増加したことによるものであります。固定資産は10,569,344千円となり、前連結会計年度末に比べ1,258,240千円

増加いたしました。これは主に建物及び構築物が316,360千円、土地が989,355千円増加したことによるものであり

ます。

　この結果、資産合計は27,527,849千円となり、前連結会計年度末に比べ6,628,498千円増加いたしました。

（負債）

　当連結会計年度末における流動負債は15,084,965千円となり、前連結会計年度末に比べ4,699,637千円増加いた

しました。これは主に短期借入金が4,457,557千円増加したことによるものであります。固定負債は8,137,955千円

となり、前連結会計年度末に比べ1,304,267千円増加いたしました。これは主に長期借入金が1,300,223千円増加し

たことによるものであります。

　この結果、負債合計は23,222,921千円となり、前連結会計年度末に比べ6,003,905千円増加いたしました。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は4,304,928千円となり、前連結会計年度末に比べ624,592千円増加いたし

ました。これは親会社株主に帰属する当期純利益645,144千円、剰余金の配当20,744千円等によるものでありま

す。

　この結果、自己資本比率は15.6％（前連結会計年度末は17.6％）となりました。

(3）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,144,774千円（前年同期比

16.3％増）となりました。なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は3,361,079千円（前年同期は1,191,839千円の使用）となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益1,005,785千円、減価償却費388,470千円、棚卸資産の増加2,974,911千円、営業貸付金の増

加1,596,030千円、法人税等の支払384,947千円があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,947,862千円（前年同期は1,554,773千円の使用）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出が1,939,952千円あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果取得した資金は5,749,749千円（前年同期は3,164,819千円の取得）となりました。これは主に長

期借入金の返済による支出が1,212,535千円ありましたが、短期借入金の純増額4,446,855千円、長期借入れによる

収入2,542,900千円があったことによるものです。
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2019年

３月期

2020年

３月期

2021年

３月期

2022年

３月期

2023年

３月期

自己資本比率（％） 14.1 16.0 18.7 17.6 15.6

時価ベースの自己資本比率（％） 10.9 7.5 10.0 9.5 9.0

　　キャッシュ・フロー指標のトレンド

（注）１．各指標は、以下の算式により算出しております。

自己資本比率……………………………………自己資本　　　÷　総資産

時価ベースの自己資本比率……………………株式時価総額　÷　総資産

　 ２．株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式総数により計算しております。

(4）今後の見通し

　今後の見通しにつきましては、ロシアのウクライナ侵攻による資源高・物価高の影響、また金融資本市場の動向

等、引き続き注視すべき状況であると考えております。

　今後も経営管理を徹底するとともに、事業基盤の強化による売上高増加や経費節減を推し進め、中長期的な展望

によるグループ全体の経営強化ならびに業績向上を図ってまいります。

　次期連結業績予想につきましては、売上高は13,000百万円、営業利益は1,350百万円、経常利益は1,150百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益は700百万円とそれぞれ予想しております。

　また、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

(5) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置付けております。

　利益配当政策につきましては、業績に応じた適正な利益配分を目指すとともに、財務状況、将来の事業展開及び

内部留保などを総合的に勘案し、安定配当の維持に努めてまいりたいと考えております。

　当期（2023年３月期）の配当につきましては、期末配当金として１株当たり７円（普通配当５円、ホールディン

グス体制15周年記念配当２円）といたします。

　また、次期（2024年３月期）の配当につきましては、期末配当金として普通配当７円を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループの事業は、日本国内に限定されており、現在海外での活動がないこと及び将来的にも海外での活動

予定がないこと、また、当社グループのステークホルダーの多くは、国内の株主、債権者、取引先等であること等

を考慮しました結果、会計基準につきましては当面は日本基準を採用することとしております。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,703,967 3,144,774

受取手形 － 8,066

売掛金 125,405 165,991

有価証券 － 200,000

販売用不動産 ※１,※４ 6,414,560 ※１,※４ 9,542,846

原材料及び貯蔵品 1,622 1,941

１年内回収予定の長期貸付金 1,232 1,612

営業貸付金 ※１ 2,132,500 ※１ 3,728,530

その他 213,322 243,994

貸倒引当金 △4,365 △79,254

流動資産合計 11,588,247 16,958,505

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,724,474 5,281,028

減価償却累計額 △942,075 △1,182,269

建物及び構築物（純額） ※１,※４ 3,782,398 ※１,※４ 4,098,759

土地 ※１,※４ 4,745,526 ※１,※４ 5,734,881

その他 443,695 582,038

減価償却累計額 △221,948 △273,570

その他（純額） 221,746 308,468

有形固定資産合計 8,749,672 10,142,109

無形固定資産

のれん 109,366 77,744

その他 9,727 7,161

無形固定資産合計 119,093 84,905

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 215,668 ※２ 15,945

長期貸付金 2,917 1,159

繰延税金資産 165,959 257,994

その他 60,793 70,229

貸倒引当金 △3,000 △3,000

投資その他の資産合計 442,338 342,330

固定資産合計 9,311,104 10,569,344

資産合計 20,899,351 27,527,849

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 57,444 73,661

短期借入金 ※１ 8,423,503 ※１ 12,881,060

１年内返済予定の長期借入金 ※１ 885,147 ※１ 915,289

リース債務 6,010 3,566

未払法人税等 230,618 298,461

賞与引当金 84,400 115,200

その他 698,205 797,728

流動負債合計 10,385,328 15,084,965

固定負債

長期借入金 ※１ 6,678,432 ※１ 7,978,655

リース債務 8,562 5,435

その他 146,692 153,864

固定負債合計 6,833,687 8,137,955

負債合計 17,219,015 23,222,921

純資産の部

株主資本

資本金 436,034 436,034

利益剰余金 3,244,204 3,868,604

株主資本合計 3,680,238 4,304,638

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 97 290

その他の包括利益累計額合計 97 290

純資産合計 3,680,336 4,304,928

負債純資産合計 20,899,351 27,527,849
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

売上高 ※１ 10,071,384 ※１ 12,211,135

売上原価 ※２ 7,422,340 ※２ 9,055,891

売上総利益 2,649,043 3,155,244

販売費及び一般管理費 ※３,※４ 1,699,881 ※３,※４ 1,958,737

営業利益 949,161 1,196,507

営業外収益

受取利息 15,267 4,601

受取配当金 3 752

受取保険金 16,710 14,770

受取給付金 6,810 －

その他 4,615 11,097

営業外収益合計 43,406 31,221

営業外費用

支払利息 157,128 191,237

その他 8,193 30,706

営業外費用合計 165,322 221,944

経常利益 827,245 1,005,785

税金等調整前当期純利益 827,245 1,005,785

法人税、住民税及び事業税 366,320 452,760

法人税等調整額 △50,327 △92,120

法人税等合計 315,992 360,640

当期純利益 511,252 645,144

親会社株主に帰属する当期純利益 511,252 645,144

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当期純利益 511,252 645,144

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 ※１,※２ 97 ※１,※２ 192

その他の包括利益合計 97 192

包括利益 511,350 645,337

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 511,350 645,337

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計

資本金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額

合計

当期首残高 436,034 2,749,547 3,185,581 － － 3,185,581

当期変動額

剰余金の配当 － △16,595 △16,595 － － △16,595

親会社株主に帰属する当期純利益 － 511,252 511,252 － － 511,252

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

－ － － 97 97 97

当期変動額合計 － 494,657 494,657 97 97 494,754

当期末残高 436,034 3,244,204 3,680,238 97 97 3,680,336

（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計

資本金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額

合計

当期首残高 436,034 3,244,204 3,680,238 97 97 3,680,336

当期変動額

剰余金の配当 － △20,744 △20,744 － － △20,744

親会社株主に帰属する当期純利益 － 645,144 645,144 － － 645,144

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

－ － － 192 192 192

当期変動額合計 － 624,399 624,399 192 192 624,592

当期末残高 436,034 3,868,604 4,304,638 290 290 4,304,928

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 827,245 1,005,785

減価償却費 323,431 388,470

のれん償却額 38,237 39,507

賞与引当金の増減額（△は減少） 27,200 30,800

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,088 74,889

受取利息及び受取配当金 △15,271 △5,353

支払利息及び社債利息 157,128 191,237

受取保険金 △16,710 △14,770

受取給付金 △6,810 －

売上債権の増減額（△は増加） △9,042 △44,082

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,208,630 △2,974,911

営業貸付金の増減額（△は増加） △934,430 △1,596,030

前渡金の増減額（△は増加） △70,055 34,895

仕入債務の増減額（△は減少） 7,834 16,216

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,401 4,200

前受金の増減額（△は減少） 26,573 △17,132

未払金の増減額（△は減少） 25,359 45,480

その他 25,795 3,141

小計 △816,634 △2,817,656

利息及び配当金の受取額 33,561 29,969

利息の支払額 △160,896 △203,215

保険金の受取額 16,710 14,770

給付金の受取額 6,810 －

法人税等の支払額 △271,389 △384,947

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,191,839 △3,361,079

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,708,123 △1,939,952

無形固定資産の取得による支出 － △2,636

のれんの取得による支出 △20,227 －

投資有価証券の取得による支出 △10,288 －

出資金の払込による支出 △25,060 －

長期前払費用の取得による支出 △6,228 △12,588

敷金及び保証金の差入による支出 △3,030 △2,156

敷金及び保証金の回収による収入 2,148 91

貸付金の回収による収入 216,696 1,378

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 8,036

その他 △659 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,554,773 △1,947,862

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,709,142 4,446,855

長期借入れによる収入 2,245,450 2,542,900

長期借入金の返済による支出 △1,764,810 △1,212,535

リース債務の返済による支出 △8,236 △5,992

割賦債務の返済による支出 △131 △734

配当金の支払額 △16,595 △20,744

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,164,819 5,749,749

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 418,206 440,807

現金及び現金同等物の期首残高 2,250,761 2,703,967

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 35,000 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,703,967 ※ 3,144,774

- 11 -

ビジネス・ワンホールディングス株式会社（4827）
2023年３月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１.　連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　13社

　　 連結子会社の名称

株式会社ビジネス・ワン

株式会社ビジネス・ワンファシリティーズ

株式会社ビジネス・ワンビルメンテナンス

株式会社コスモライト

株式会社ビジネス・ワン熊本

株式会社ビジネス・ワンファイナンス

株式会社ビジネス・ワン賃貸管理

株式会社てぶらでどっとこむ

株式会社アース

株式会社アクロス

株式会社カサグランデ

株式会社Stay

株式会社まむし温泉

　上記のうち、第１四半期連結会計期間において非連結子会社でありました株式会社アースは重要性が増したた

め、第２四半期連結会計期間より新たに連結の範囲に含めております。

（2）非連結子会社の名称等

　　 非連結子会社の数　1社

　　 非連結子会社の名称

　　　株式会社ビジネス・ワンサンテ

　　（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社とした会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

　　持分法を適用していない非連結子会社の名称等

　　非連結子会社の数　1社

　　非連結子会社名

　　　株式会社ビジネス・ワンサンテ

　　持分法を適用していない理由

　　　　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲より除いております。

３.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４.　会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。
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②　デリバティブ

時価法

③　棚卸資産

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

販売用不動産

　個別法

原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産及びレンタル資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数については、以下のとおりであります。

建物及び構築物　６～47年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に、市場販売目的のソフ

トウェアについては、見込み販売可能期間（３年）に基づいております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法を採用しております。

④　レンタル資産

３年間にわたり定額法により償却しております。

（3）重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

当社は、全従業員を対象に業績賞与制度を導入しております。

従業員の業績賞与の支給に備えて、業績賞与支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

（4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　①不動産事業

　不動産販売収入は中古住宅等の他、開発用土地を売却する事業における収益であります。顧客との不動

産売買契約に基づいて、物件の引渡しを行う履行義務を負っております。

　当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を認識

しております。
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　②マンション管理事業

　マンション管理委託契約、建物管理委託契約に基づいて、マンションの事務管理業務、管理員業務、清

掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算等マンションの総合管理業務を提供する義務を負っており

ます。

　それらの業務の履行義務は、契約期間における時の経過により充足されると判断し、顧客との契約に従

い一定の期間にわたって収益を認識しております。

　またマンションの維持管理に係る工事収入については工事請負契約等の契約に基づき履行義務が充足さ

れるにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。ただし修繕等の工事について契約における取引

開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわ

たり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しておりま

す。

　③賃貸事業

　賃貸事業における収益のうち大部分を占めます家賃管理収入は居宅・店舗等を賃貸借契約により、賃貸

等不動産を賃貸借する事業における収益であります。

　家賃管理収入は「リース取引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。

　賃貸事業における賃貸管理収入については賃貸物件オーナーとの賃貸管理委託契約に基づき賃貸管理、

建物管理等のサービスを提供することに対する対価であり、また賃貸管理委託契約によりこれらのサービ

スを提供する義務を負うこととなります。

　当該履行義務は契約期間における時の経過により履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に従い

一定の期間にわたって収益を認識しております。

　また賃貸物件に係る工事収入は工事請負契約に基づいて物件の引渡しを行う履行義務を負っており、そ

の契約に基づき履行義務が充足されるにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。ただし原状回

復工事等の修繕工事について契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま

での期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収

益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

　④家具・家電レンタル事業

　レンタル収益はレンタル契約により家具・家電を賃貸借する事業における収益であります。

　レンタル収益につきましては「リース取引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。

　⑤ソフトウェア事業

　ソフトウェア販売に係る収益は売買契約に基づいており、その販売に係る履行義務は当該商品が引き渡

される一時点で充足されるものであります。

　ソフトウェア保守に係る収益は保守契約に基づいており、その業務の履行義務は業務が提供される一定

の期間にわたり充足されるものであり、サービスの提供期間に応じてその収益を認識しております。

　⑥ファイナンス事業

　貸付利息収益は金銭消費貸借契約により金銭を貸借する事業における収益であります。

　貸付利息収益につきましては「金融商品に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。

　また融資事務手数料収入は金銭消費貸借契約が成立し融資実行が為されるまでの一連のサービスに対す

る対価であり、また金銭消費貸借契約成立により融資実行までのサービスを提供する義務を負うこととな

ります。当該履行義務は融資実行される一時点において充足されるものであり、融資実行時点にて収益を

認識しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

特例処理の要件を充たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針

金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行って

おります。
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④　ヘッジの有効性の評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない定期預金等からなっております。

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　控除対象外消費税等の会計処理

　控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。なお、これによる連結財務諸表への影響はありません。
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前連結会計年度

（2022年３月31日）

当連結会計年度

（2023年３月31日）

販売用不動産 1,891,122千円 2,315,920千円

営業貸付金 2,010,260千円 3,597,480千円

建物及び構築物 3,766,172千円 4,085,579千円

土地 4,631,159千円 5,624,689千円

計 12,298,714千円 15,623,669千円

前連結会計年度

（2022年３月31日）

当連結会計年度

（2023年３月31日）

短期借入金 8,423,503千円 12,831,060千円

１年内返済予定の長期借入金 845,083千円 908,545千円

長期借入金 6,620,424千円 7,927,391千円

計 15,889,010千円 21,666,996千円

前連結会計年度

（2022年３月31日）

当連結会計年度

（2023年３月31日）

投資有価証券（株式） 5,000千円 5,000千円

前連結会計年度

（2022年３月31日）

当連結会計年度

（2023年３月31日）

株式会社シフトライフ 借入金 － 580,000千円

株式会社ナカケン 私募債 200,000千円 200,000千円

株式会社エルデック 銀行借入金 40,956千円 －

計 240,956千円 780,000千円

地域 種類 用途 振替額（簿価）

福岡県 土地 販売用不動産 294,774千円

福岡県 建物等 販売用不動産 186,419千円

地域 種類 用途 振替額（簿価）

福岡県 土地 販売用不動産 112,949千円

福岡県 建物等 販売用不動産 41,039千円

（連結貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　この他に連結上相殺されている関係会社株式（帳簿価額280,000千円）を担保に供しております。

　上記に対する債務

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　３．保証債務

　　　下記の会社に対し、債務保証を行っております。

※４. 資産の保有目的の変更

　　　前連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

　　　保有目的の変更により、固定資産から販売用不動産への振替を行っております。

　　　当連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

　　　保有目的の変更により、固定資産から販売用不動産への振替を行っております。
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前連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

顧客との契約から生じる収益 8,694,870千円 10,658,336千円

その他の収益 1,376,513千円 1,552,798千円

　前連結会計年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

　当連結会計年度

（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

164,241千円 202,532千円

　前連結会計年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

　当連結会計年度

（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

給与手当 381,577千円 413,193千円

役員報酬 194,028千円 216,618千円

業務委託手数料 186,878千円 111,118千円

租税公課 156,050千円 238,943千円

のれん償却額 38,237千円 39,507千円

貸倒引当金繰入額 2,687千円 74,889千円

賞与引当金繰入額 84,400千円 111,767千円

　前連結会計年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

　当連結会計年度

（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

6,349千円 6,964千円

（連結損益計算書関係）

※１．顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益は、次のとおりであります。

※２．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

※３．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 140千円 276千円

組替調整額 －千円 －千円

税効果調整前合計 140千円 276千円

　税効果額 △42千円 △84千円

その他の包括利益合計 97千円 192千円

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

税効果調整前 140千円 276千円

税効果額 △42千円 △84千円

税効果調整後 97千円 192千円

その他の包括利益合計

税効果調整前 140千円 276千円

税効果額 △42千円 △84千円

税効果調整後 97千円 192千円

（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額

※２．その他の包括利益に係る税効果額
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当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 4,148,900 － － 4,148,900

合計 4,148,900 － － 4,148,900

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2021年５月17日
取締役会

普通株式 16,595 4.00 2021年３月31日 2021年６月25日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2022年５月11日
取締役会

普通株式 20,744 利益剰余金 5.00 2022年３月31日 2022年６月28日

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 4,148,900 － － 4,148,900

合計 4,148,900 － － 4,148,900

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2022年５月11日
取締役会

普通株式 20,744 5.00 2022年３月31日 2022年６月28日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2023年５月10日
取締役会

普通株式 29,042 利益剰余金 7.00 2023年３月31日 2023年６月28日

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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前連結会計年度

（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

現金及び預金勘定 2,703,967千円 3,144,774千円

現金及び現金同等物 2,703,967千円 3,144,774千円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

（１）報告セグメントの決定方法

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、事業の内容により、「不動産事業」「マンション管理事業」「賃貸事業」「家具・家電レ

ンタル事業」「ソフトウェア事業」「ファイナンス事業」の６つを報告セグメントとしております。

（２）各報告セグメントに属する事業の内容

　不動産事業は、デベロッパー他一般顧客を対象とした不動産買取再販、不動産仲介、リフォームならびに競

売物件の落札事業等を行っております。

　マンション管理事業は、主に分譲マンションの管理事業を行っております。

　賃貸事業は、当社グループが保有する賃貸等不動産による賃料収入事業と、マンション管理物件の賃貸仲介

事業など、グループの営業資産を基にシナジー効果を最大限発揮し、収益につなげる事業を拡大しておりま

す。

　家具・家電レンタル事業は賃貸住宅入居者向けの他、賃貸物件オーナー・法人向けに家具や家電等をレンタ

ルする事業を行っております。

　ソフトウェア事業は、業務用パッケージソフトウェアの企画・開発・販売・保守及び受注によるシステム並

びにそれに類するものの開発を行っております。

　ファイナンス事業は、法人向けの不動産担保ローン等の貸付業務を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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報告セグメント

不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電　　

レンタル事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業

売上高

一時点で移転される財 7,168,932 268,349 134,041 7,942 86,071 39,772

一定の期間にわたり移転される

財
5,520 1,189,405 78,140 － 73,675 199

顧客との契約から生じる収益 7,174,453 1,457,755 212,182 7,942 159,746 39,972

その他の収益 36,729 － 896,934 440,141 － 74,817

外部顧客に対する売上高 6,899,626 1,296,967 1,023,445 446,934 154,573 114,789

セグメント間の内部売上高又は

振替高
311,555 160,787 85,671 1,149 5,172 －

計 7,211,182 1,457,755 1,109,117 448,084 159,746 114,789

セグメント利益又は損失（△） 637,664 △22,291 411,629 11,216 8,082 44,550

セグメント資産 6,793,187 361,542 8,520,839 337,985 469,753 2,322,582

その他の項目

減価償却費 2,805 3,543 237,652 56,166 2,595 219

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
316 4,162 1,589,442 81,376 474 212

（単位：千円）

報告セグメント
その他（注） 合計 調整額

連結財務諸表　　

計上額
計

売上高

一時点で移転される財 7,705,111 127,918 7,833,029 △403,921 7,429,107

一定の期間にわたり移転される

財
1,346,941 397 1,347,338 △81,575 1,265,762

顧客との契約から生じる収益 9,052,052 128,315 9,180,368 △485,497 8,694,870

その他の収益 1,448,623 8,466 1,457,089 △80,576 1,376,513

外部顧客に対する売上高 9,936,338 135,046 10,071,384 － 10,071,384

セグメント間の内部売上高又は

振替高
564,337 1,736 566,073 △566,073 －

計 10,500,675 136,782 10,637,458 △566,073 10,071,384

セグメント利益又は損失（△） 1,090,851 △11,170 1,079,681 △130,519 949,161

セグメント資産 18,805,891 40,331 18,846,223 2,053,128 20,899,351

その他の項目

減価償却費 302,981 2,531 305,513 17,917 323,431

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
1,675,985 7,085 1,683,071 25,052 1,708,123

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）
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（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他附帯事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△130,519千円は、セグメント間取引消去額952千円、のれんの償

却額△38,237千円、その他の調整額4,352千円、全社損益△97,586千円を含んでおります。全社損益は、当

社におけるグループ会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額2,053,128千円は、セグメント間取引消去額△606,912千円、全社資産2,660,040千

円であります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

(3)減価償却費の調整額17,917千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であり

ます。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額25,052千円は、各報告セグメントに配分していない全社

資産の増加額であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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報告セグメント

不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電　　

レンタル事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業

売上高

一時点で移転される財 8,666,309 329,583 156,175 38,994 110,594 74,077

一定の期間にわたり移転される

財
9,889 1,316,859 88,834 － 74,023 1,748

顧客との契約から生じる収益 8,676,198 1,646,442 245,009 38,994 184,617 75,825

その他の収益 35,877 － 941,311 502,395 － 150,311

外部顧客に対する売上高 8,391,583 1,461,293 1,093,830 518,776 180,832 224,452

セグメント間の内部売上高又は

振替高
320,491 185,149 92,491 22,613 3,785 1,684

計 8,712,075 1,646,442 1,186,321 541,390 184,617 226,136

セグメント利益又は損失（△） 844,392 735 402,326 16,841 32,262 40,519

セグメント資産 9,978,464 416,970 9,826,733 389,846 515,086 3,922,988

その他の項目

減価償却費 1,378 5,657 268,180 92,771 2,312 328

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
1,984 12,574 1,768,512 181,139 184 1,089

（単位：千円）

報告セグメント
その他（注） 合計 調整額

連結財務諸表　　

計上額
計

売上高

一時点で移転される財 9,375,734 407,671 9,783,406 △493,496 9,289,909

一定の期間にわたり移転される

財
1,491,354 374 1,491,729 △123,302 1,368,426

顧客との契約から生じる収益 10,867,089 408,046 11,275,135 △616,799 10,658,336

その他の収益 1,629,896 10,316 1,640,212 △87,413 1,552,798

外部顧客に対する売上高 11,870,768 340,366 12,211,135 － 12,211,135

セグメント間の内部売上高又は

振替高
626,216 77,995 704,212 △704,212 －

計 12,496,985 418,362 12,915,348 △704,212 12,211,135

セグメント利益又は損失（△） 1,337,077 21,484 1,358,561 △162,054 1,196,507

セグメント資産 25,050,089 110,110 25,160,199 2,367,649 27,527,849

その他の項目

減価償却費 370,628 3,724 374,353 14,116 388,470

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
1,965,484 － 1,965,484 6,685 1,972,169

当連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）
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（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他附帯事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△162,054千円は、セグメント間取引消去額△14,764千円、のれん

の償却額△39,507千円、その他の調整額4,045千円、全社損益△111,827千円を含んでおります。全社損益

は、当社におけるグループ会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額2,367,649千円は、セグメント間取引消去額△613,235千円、全社資産2,980,885千

円であります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

(3)減価償却費の調整額14,116千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であり

ます。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額6,685千円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産の増加額であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載しておりません。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載しておりません。

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載しておりません。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載しておりません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

該当事項はありません。
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不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電　　　

レンタル事業

ソフトウェア

事業

当期償却額 － 306 － 33,885 －

当期末残高 － － － 93,184 －

（単位：千円）

ファイナンス

事業
その他 全社・消去 合計

当期償却額 － 4,045 － 38,237

当期末残高 － 16,181 － 109,366

不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電　　　

レンタル事業

ソフトウェア

事業

当期償却額 － － － 33,885 －

当期末残高 － － － 59,299 －

（単位：千円）

ファイナンス

事業
その他 全社・消去 合計

当期償却額 － 5,622 － 39,507

当期末残高 － 18,445 － 77,744

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

　１株当たり純資産額 887.06円 1,037.61円

１株当たり当期純利益金額 123.23円 155.50円

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円）
511,252 645,144

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円）
511,252 645,144

期中平均株式数（株） 4,148,900 4,148,900

（１株当たり情報）

　（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

４．その他

(1）役員の異動

　開示内容が定まった時点で開示いたします。

(2）その他

　該当事項はありません。
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